
 

 

ー１会員１０筆の目標（全体で 4000 筆）で、出足早く取り組もう！ー 

全商連から「庶民増税をやめ、地域経済の活性化を」

求める新しい国会請願署名が提起されています。署名

の内容は次の通りです。 

消費税は法人税減収の穴埋めに 

1989 年、政府は「福祉のため」「少子高齢化のため」と

消費税を導入しました。これまでの税収はのべ 213 兆

円でした。一方で同時期の法人３税の減収は 183 兆。

消費税は福祉どころか、法人税減収の穴埋めにされた

のが実態です。 

富裕層と大企業には 

年間７兆円の優遇減税 

所得税・個人住民税の最高税率の引き下げ、証券優遇

税制などの「恩恵」をうけ富裕層には年間２兆円の減税が行われています。（アイフルの社長の受け取った「配当」に対して約１４億円の

減税がされています） 

また、大企業に対しては法人税率引き下げなどで５兆円の減税がされています。 

７兆円で扶養控除廃止の中止や下請製造業者への固定費補助が可能に 

富裕層・大企業への優遇税制をやめ７兆円を他の予算へ回せば、所得税・住民税の扶養控除廃止をやめさせ、消費税免税点を引き上

げ（売上 3000 万円に戻す）、下請け製造業者への固定費補助が可能になります。 

多くの署名で世論を結集し要求を実現しよう！ 

 ５月 22・23 日に開かれる全商連第 49 回定期総会方針案でも「民主党は、構造改革や憲法改悪、消費税増税などで自民党と競い合っ

てきただけに、世論と運動の高まりをぬきに政治を前向きな変化させることはできません」と強調されています。新署名を友人・知人・同

業者に訴え大きな世論を作るために奮闘しましょう。春日井民商では１会員１０筆を目標に取り組みます。皆さんにご協力をお願いしま

す。 

今回の商工新聞に署名用紙が折り込んであります。          

          記入の上、近くの役員か集金係の方にお渡しください 

 

 

署名などの取り組みを進めることとあわせて、大きな民商を作ることが要求実現の力です。これからの２年

間の方針を決める全商連総会が 5 月 22 日・23 日に、この１年の方針を決める愛商連総会は６月６日、春

日井民商総会は１１日（下記参照）に開かれます。より強く大きな民商を作り、組織的前進の中で各総会を

迎えるように皆さんのご協力をお願いします。知り合いの業者に商工新聞を薦めてください。「営業とくらし

のことは民商へ」と声をかけましょう。 

         

皆さんの会費が会の活動を支えています 
会費の納入のお願い  

毎月、15 日までの会費納入にご協力下さい 

   会計 伊藤英雄 
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